
入 札 公 告 
 

総 発 第 1 5 1 号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第１項および見附市財務規則（昭和３９年規則

第３号）第１５５条の規定により、一般競争入札を実施するので、下記のとおり公告します。 

 

令和 7年 12月 9日  

見 附 市 長  稲 田 亮 

１．固有事項 

工 事 番 号 建工第４４号 

工 事 名 見附市市民交流センター 警報設備リニューアル 工事 

工 事 場 所 見附市 学校町１丁目 地内 

履 行 期 間 契約締結日から  98日間 

概 要 
自動火災報知設備 リニューアル工事  １式 
非常放送用防災アンプ 取替工事    １式 

予 定 価 格 入札後に公表します。 最低制限価格 設定しません 

入 札 保 証 金 免除 契 約 保 証 金 請負金額が 500万円以上の場合は納付 

前 金 払 請負金額が 200万円以上の場合はする 

部 分 払 請負金額が 100万円以上の場合はする 

入 札 参 加 条 件 （以下のすべてを満たすもの） 

 入 札 参 加 登 録 令和 7・8年度見附市建設工事入札参加資格登録者 

 地 域 要 件 長岡地域振興局管内に本社・本店又は営業所等を有する者 

 
工 種 及 び 格 付 
（総合評定値等） 

「消防施設」工事登録のあるもの 

 そ の 他 ― 

参加資格確認申請書及び添付書類の提出 

 受 付 期 間 
令和 7年 12月 9日（火）9時 から 令和 7年 12月 16日（火）16時 まで 
（ただし、電子入札システム休止時間を除く。） 

 
添 付 書 類 及 び 
提 出 方 法 

配置予定技術者等確認書（見附市ホームページ内の電子入札ポータルサイトに様式を掲載）
及び入札参加条件において定めがある場合はその書類等を、電子入札システムを用いて提出
すること。 

参 加 資 格 確 認 
結 果 の 通 知 

参加資格確認申請書等を提出した者に、令和 7年 12月 18日（木）16時までにそれぞれ電子
入札システムにより通知します。 

設 計 図 書 等 
新潟県入札情報サービスに掲載する。ただし、添付できないものは見附市ホームページ（入
札情報）に掲載する。 

設計図書等に関する質問 

 受 付 期 限 令和 7年 12月 16日（火）16時まで 

 受 付 方 法 電子メール（kanzai@city.mitsuke.niigata.jp）で見附市総務課管財係へ提出。 

 回 答 方 法 令和 7年 12月 18日（木）までに入札情報サービスに掲載する。 

入 札 及 び 開 札  

 入 札 期 間 
令和 7年 12月 22日（月）9時 から 令和 7年 12月 23日（火）16時 まで 
（ただし、電子入札システム休止時間を除く。） 

 入 札 方 法 電子入札システムを用いて入札すること。 

 開 札 日 時 令和 7年 12月 24日（水）9時以降 

工 事 費 内 訳 書 等 
入札金額に対応した工事費内訳書又は見積内訳書を入札書と一緒に提出すること。 
工事費内訳書等の未提出及び入札書の金額と一致しない等、内容に不備がある場合は失格と



する。 

入 札 回 数 
２回までとする（内、再入札１回）。 
※再入札の日程等は、電子入札システムにより確認すること。 

そ の 他 特 記 事 項 ― 

共 通 事 項  

 入 札 の 中 止 入札中止又は延期の連絡については入札参加業者に通知します。 

 入 札 の 辞 退 
入札参加申請書の提出後、入札を辞退する場合はあらかじめ電子入札システムから入札辞退
申請を行ってください。 

 入 札 金 額 の 記 載 

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100 分の 10 に相当する額を
加算した金額（その額に 1 円未満の端数があるときは、当該端数金額を切り捨てた額）をも
って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税
事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を含まない金額を入札書に記載してくださ
い。 

 無 効 入 札 
入札に参加する資格のない者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とし
ます。 

 落 札 者 の 決 定 
開札の結果、予定価格の範囲内で最低価格を入札した者（最低制限価格未満の入札者を除く。）
を落札者とします。 

 そ の 他 

1.この公告に定めるもののほか入札の実施については、見附市財務規則等の関連する法令、
規則及び通知の定めるところによります。 
2.入札参加申請者が少数で、競争性が確保されないと認められるときは入札を中止すること
があります。 
3.入札参加資格の審査のために作成する書類等の作成に要する費用は、提出者の負担としま
す。 
4.3により提出された書類等は目的以外には使用しません。 
5.3により提出された技術資料等は、返却しません。 

 


